
施策コード 020009

将来像

　２．施策の目標

　10年後の目標

　10年後の目標に向かっての主な取組み

　市の取組み

　市民・団体・事業所等の取組み

 　３．施策を取り巻く状況

　社会環境や法令等の変化 

　新たな市民ニーズ

　４．施策にかかるコスト

正職員数

直接人件費

間接人件費

直接事業費

間接事業費

フルコスト

使用料及び手数料

国庫支出金

府支出金

市債

その他

 　備考

施策評価シート（令和４年度実績）
  施策名 ９　安心できる地域医療体制を構築する

　医療技術の高度化に対応した質の高い「高度・先進医療」に加え、新型コロナウイルス感染症拡大時にみられた新興感染症等に
対して、誰もが安心して医療を受けたいというニーズが高まっている。

市立貝塚病院を中心として、地域の医療機関の連携が確保され、救急医療を含め市民が安心して医療を受けることができる地域医
療体制が構築されています。

第5次総合計画

主管課

　１．施策の体系と担当課

関係課

２　誰もが地域で健やかに　ともに支え合うまち

健康福祉部　健康推進課

○市立貝塚病院の強みを生かし、がん診療における医療機能の充実に取り組みます。
○市立貝塚病院と地域医療機関との連携強化を進め、市民が安心できる地域医療体制の構築に取り組みます。
○市民公開講座や乳がん自己検診出張出前講座など、市民に開かれた啓発活動の充実を図ります。
○公立病院に求められる災害医療役割を適切に果たします。

2,356

○安易に救急外来を受診することがないよう、適正な医療機関の受診を心がけます。
○地域医療機関は、市立貝塚病院などと連携した医療提供に取り組みます。

　高齢化が進行する中、地域包括ケアシステムの構築が求められており、市立貝塚病院においてもこれに向けた役割を担う必要が
ある。このような状況で、地域の中核病院である当院と地域医療機関の連携の強化が、今後の医療を取り巻く社会状況において、
これまで以上に重要となる。
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－特定財源）

243

10,035 9,090

4,305

10,035

3,359千円

73,669 48,780 40,609 32,78870,486

会計年度任用職員数
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　５.施策の成果指標

成果指標1

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

成果指標2

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

成果指標3

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

　６．施策を構成する事務事業ごとの評価結果（令和4年度実績）

 　７．施策の事後評価

　８．今後の方向性

事務事業名 最重要指標 所　　見人　件　費

令和2年度 令和4年度 令和5年度(見込)

事　業　費

方向性

令和3年度 令和4年度 令和5年度

50.7

令和6年度

令和5年度

％ 毎年度 53.9 55.4

市立貝塚病院　紹介率
4040

救急搬送患者の市内搬送割合

55.4 35

令和6年度令和3年度

38.2 39.5

令和4年度

最終目標値に
対する達成率

％ 毎年度 40 増加

増加

令和3年度

5,358

成果

資源
配分

Ｂ：現状維持

Ｃ：縮小や統
合を検討

救急医療事業

(健推)

R4実績 10,525 人

2,982

5市1町の連携により開設して
いる小児初期救急医療セン
ターをはじめ、現行の救急医
療体制を継続する必要があ
る。

49,730

泉州北部小児初期救急広域
センター・泉州広域母子医
療センター・休日急患診療
所受診者数（全体数）

-

76,268 57,363 42,823

05,633

担当部長の所見
市民が安心して医療を受けることができるよう、地域で個々に役割・機能をもった医療機関の連携が図ら
れ、切れ目のない医療を受けることができるネットワークの構築に取り組む。

担当副市長の意見
市民が安心して医療を受けることができるよう、地域で個々に役割・機能をもった医療機関の連携が図ら
れ、切れ目のない医療を受けることができるネットワークの構築に取り組む。

施策指標の分析（達成状況）
おおむね達成。また市立貝塚病院における紹介割合は、新型コロナウイルス感染拡大の影響等
により令和３年度の数値は前年度から大幅に減少したが。令和４年度は回復傾向にある。

構成事務事業に課題はないか 妥当である。

実施主体（国・府や地域・事業所
などとの役割分担）に課題はない
か

妥当である。
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